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ＰＣＲ検査センター及びコロナ対策自治体向け交付金にかかる要請書 
 

【要請趣旨】 

 新型コロナウイルス感染症のまん延により生じた検査や治療、生活の危機など社会全般にわたる＜コ

ロナ危機＞とも言うべき諸問題は、ますます深刻さを増しています。コロナ危機は、新自由主義政策の

もとでの公的医療施設や保健所の削減や民営化、社会保障制度の不備、大企業優先で市民の命と暮らし

を顧みない政策、非正規雇用の拡大など政府の政策より不平等を拡大してきた社会構造によって生み出

され、深刻化しているのです。 

市民の命と生活、人権を守り、さらにコロナ感染の第二波に備えるためにも、公的・公立病院の再編・

統合をただちにやめ拡大をはかるなど、ただちに金もうけ優先の新自由主義政策から万人の命と権利を

優先する政策の転換を図ることが必要です。 

以上を踏まえ、命と生活、人権を守るために、ＰＣＲ検査センター及びコロナ対策自治体向け交付金

について、当面の緊急の要請を行ないます。 

 

【要請事項】 

全国の自治体の事業者や市民生活の支援策は、自治体によって大きな格差が生まれています。本来は国にお

いて補償を行なうことが必要であるため、この格差をなくし、どこに住み事業をしてもその地域にふさわしい生活

や事業水準が保たれなければなりません。そのため、「地方創生を図るため」に限定せず使用制限のないコロナ

ウイルス対策のための交付金として１０兆円規模で創設するか、または現行の「コロナ対策地方創生交付金」を使

用制限のない交付金として１０兆円規模とし、全国の自治体に交付すること。 


